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１．裁定審査会の設置および手続き

裁定審査会は、平成１３年４月に設置された業界の私的ＡＤＲ機関。
生命保険相談所がご契約者などからの苦情を受け付け、生命保険会社への解決依
頼や和解のあっせんなどを行い、当事者双方で十分に話し合いをしたにもかかわ
らず、問題が解決に至らなかった場合に利用できる。

裁定審査会は、平成１３年４月に設置された業界の私的ＡＤＲ機関。
生命保険相談所がご契約者などからの苦情を受け付け、生命保険会社への解決依
頼や和解のあっせんなどを行い、当事者双方で十分に話し合いをしたにもかかわ
らず、問題が解決に至らなかった場合に利用できる。

裁定審査会の手続きの流れ裁定審査会の手続きの流れ

※ 裁定に要する費用は無料
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２．裁定審査会の中立性・公平性の確保について
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弁護士３名、消費生活相談員３名、生命保険相談室長１名で構成され、法律と消費者の立場の両面
から審理をしており、公平な事実認定に努めている。
（生命保険相談所規程に、会員各社の役職員は委員となれない旨を規定。）

●裁定審査会のメンバー構成

裁定審査会の運営状況のチェック等を行なう機関として裁定諮問委員会（年２回開催）を設置。
裁定審査会から定期的な報告を受け、裁定事案に関する意見具申のほか、裁定審査会全体の機能・
役割等についても意見や指摘を行っている。
裁定諮問委員会のメンバーは、以下のメンバーで構成されている。
落合誠一 (東京大学名誉教授、中央大学法科大学院教授)、杉本恒明 (関東中央病院名誉院長) 、
加藤義樹 (加藤法律事務所弁護士) 、大河内美保 (主婦連合会副会長) 、小泉宇幸 (生命保険協会副会長) 

●裁定諮問委員会

金融トラブル連絡調整協議会「金融業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援モデル」
に沿った生命保険相談所規程を定め、会員各社に対して、次のような義務を課している。
・裁定審査会の運営への「協力義務」
・裁定審査会が相当の理由があると認めた場合を除き、手続きに参加しなければならない「参加義務」
・裁定審査会の裁定結果の「尊重義務」 ※「尊重義務違反行為があった際の公表措置」も規定
裁定結果については、裁定理由を明確にした上で提示し、消費者と企業側の双方に、理解・納得いただ
ける形で裁定を終了している

●裁定審査会の運営

上記のとおり中立性・公平性の確保に加え、生命保険協会では、苦情解決支援から紛争解決支
援まで協会で一貫して取扱うことで、専門性・迅速性・効率性も確保している



・お客さまからの相談・苦情等について
は、「ボイスリポート（四半期毎に発
行、全社版と個社版を発行）」、「相
談所リポート（半期毎に発行）」とし
て取り纏め、一般委員会（役員クラス
が出席）において報告し、会員各社に
フィードバック（協会ＨＰでも公表）
・裁定事案についても、内容・結果を上
記リポートに掲載

・お客さまからの声を会員各社の経営改善に
活かすべく、協会内に「声」を集約・分析
する「消費者の声」事務局を設置
・同事務局は、裁定諮問委員会や裁定審査会
にて聴取した意見等を含め、お客さまの声
を集約・分析し、会員各社へ情報提供する
とともに、協会自主ガイドライン等に反映

３．会員各社の経営改善に向けた取組み
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消費者の声（苦情・相談・意見・要望）消費者の声（苦情・相談・意見・要望）

裁定諮問委員会裁定諮問委員会 裁定審査会裁定審査会

生命保険相談所生命保険相談所

『消費者の声』事務局『消費者の声』事務局

会員各社の経営改善に活かす会員各社の経営改善に活かす会員各社の経営改善に活かす
会員各社においては、連携された情報をもとに検証を行い、再発防止や業務改善の検討材料とする

生命保険相談室生命保険相談室

協会本部のほか、地
方連絡所（全国53箇
所）にて相談・苦情を
受付・対応



４．今後の金融ＡＤＲのあり方について
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広く金融業界全体として消費者保護の態勢を充実させていくことは、消費者の信用を高め
金融市場の健全な発展に資するものと認識

今後、金融分野における裁判外紛争処理機能の更なる充実に向け、消費者の皆様により安
心してご利用いただける制度の構築に向けた検討をすすめていくことは望ましい

広く金融業界全体として消費者保護の態勢を充実させていくことは、消費者の信用を高め
金融市場の健全な発展に資するものと認識

今後、金融分野における裁判外紛争処理機能の更なる充実に向け、消費者の皆様により安
心してご利用いただける制度の構築に向けた検討をすすめていくことは望ましい

金融業界における紛争解決支援のレベルアップに向けて金融業界における紛争解決支援のレベルアップに向けて

○ＡＤＲ機能の実効性確保のために、各業界団体にてモデルに沿って必要なルー
ルを規定化

○金融ＡＤＲに対する消費者からの信頼を確保するために、各業界団体にて態勢
を標準化

先ずは、業界団体が業界の特性に応じ自主的取組みを促進していくことが重要先ずは、業界団体が業界の特性に応じ自主的取組みを促進していくことが重要

紛争解決支援を行うにあたっては、専門性・迅速性を確保すること（銀行・生
保・損保・証券・信託等によって商品特性は異なる）
消費者と企業両者にとっての中立性・公平性を担保すること
既存の枠組みを十分に活用するなど、効率性・合理性を考慮すること

紛争解決支援を行うにあたっては、専門性・迅速性を確保すること（銀行・生
保・損保・証券・信託等によって商品特性は異なる）
消費者と企業両者にとっての中立性・公平性を担保すること
既存の枠組みを十分に活用するなど、効率性・合理性を考慮すること

検討の視点検討の視点



＜参考資料＞生保協会におけるモデルの整備状況
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○平成20年6月17日金融トラブル連絡調整協議会資料より一部抜粋（H20.4現在）

※分母分子はモデルにおける項目と整備項目数

平成18年に、裁定審査会の機能強化として、①委員の増員、②医師の助言を受けられ

る仕組みの導入、③規程強化による透明性・中立性・実効性の向上、④裁定事案の公
表、⑤裁定審査会・裁定諮問委員会のＰＲ を実施

平成18年に、裁定審査会の機能強化として、①委員の増員、②医師の助言を受けられ

る仕組みの導入、③規程強化による透明性・中立性・実効性の向上、④裁定事案の公
表、⑤裁定審査会・裁定諮問委員会のＰＲ を実施

平成19年に、金融商品取引法に基づく認定投資者保護団体として、金融庁長官から認

定を受ける

平成19年に、金融商品取引法に基づく認定投資者保護団体として、金融庁長官から認

定を受ける


